
矢板市就学援助費認定交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２５条及び４０

条の規定に基づき、経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し、就

学援助費（以下「援助費」という。）を交付することにより、義務教育の円滑

な実施に資することを目的とする。 

（交付の対象者） 

第２条 援助費の交付を受けることができる者は、市内に住所を有する児童生徒

の保護者で、次の各号に該当する者とする。 

（１）要保護者 生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)第６条第２項に規定す

る要保護者 

（２）準要保護者 

  ア 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者に準じる程度に困窮してい

る者で、前年度又は当該年度において、次のいずれかの措置を受けた者 

（ア）生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 

（イ）地方税法第２９５条第１項の規定に基づく市民税の非課税 

（ウ）地方税法第３２３条の規定に基づく市民税の減免 

（エ）地方税法第７２条の６２の規定に基づく個人の事業税の減免 

（オ）地方税法第３６７条の規定に基づく固定資産税の減免 

（カ）国民年金法(昭和３４年法律第１４１号)第８９条及び第９０条の規定

に基づく国民年金の掛金の減免 

（キ）国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７７条の規定に基づ

く保険税の減免又は徴収の猶予 

（ク）児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条の規定に基づく

児童扶養手当の全部支給 

（ケ）生活福祉資金貸付制度による貸付手当の支給 

  イ  ア以外のもので、次の各号のいずれかに該当する者 

（ア）保護者と同一生計を営む世帯全員の前年中の所得が生活保護法による

保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）に定める当該年度の前

年４月１日現在の生活保護基準額を適用し算定した額が基準額以下で

あって、教育委員会が認める者 

（イ）学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める状態にある者 

（申請） 

第３条 援助費の交付を受けようとする者は、就学援助費受給申請書に関係書類

を添えて児童又は生徒が在学する学校長を経由して、教育委員会に提出しなけ

ればならない。 

（交付の決定） 

第４条 教育委員会は、保護者の申請に基づき交付の適否を決定し、その結果を



学校長及び学校長を経由して当該申請者に通知しなければならない。ただし、

必要に応じて当該地区民生委員に通知することができるものとする。 

（交付額） 

第５条 援助費の交付額は、毎年予算の範囲内で教育長が定める。また、年度途

中において認定された者は、年間における支給額を月額に計算した後、その認

定月数を乗じて計算した額とする。 

（対象項目） 

第６条 援助費の対象項目は、次に掲げるものとする。この場合において、要保

護児童生徒については、生活保護法に基づく給付を優先する。 

（１）学用品費 

（２）通学用品費 

（３）新入学児童生徒学用品費 

（４）校外活動費 

（５）修学旅行費 

（６）体育実技用品費 

（７）学校給食費 

（８）通学費 

（９）医療費 

（交付の時期） 

第７条 援助費の交付の時期については、別表第１のとおりとする。 

（交付取り消し等） 

第８条 教育委員会は、援助費の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当

するときは、援助費の交付を取消すことができる。 

（１）第２条の規定に該当しなくなったとき 

（２）偽りその他不正な手段により援助の交付を受けたことが判明したとき 

２ 教育委員会は、前項第２号の規定に該当する者に対し、既に交付した援助費

の全部又は一部を返還させるものとする。 

（事務処理の委任） 

第９条 援助費の交付を受ける者は、その請求及び受領等の権限を学校長に委任

するものとする。 

２ 前項の規定により委任を受けた学校長は、当該委任状を教育委員会に提出し

なければならない。 

（報告の事項） 

第１０条 学校長は、援助費の交付を受けている児童生徒が年度の途中において

転学又は死亡等により給付を必要としなくなったときには、速やかに教育委員

会へ報告するものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 



附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

別表第１ 交付種目交付時期 ７月 １２月  小学校 中学校 小学校 中学校 給食費 学用品費 ４月～９月分 ４月～９月分 １０月～３月分 １０月～３月分 通学用品費 新入学用品費 体育実技用品費  全  部  全  部   校外活動費 修学旅行費 通学費 医療費 実績に応じて支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


